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家畜排せつ物の堆肥化における臭気低減技術 
 

 

西村和彦 

 

 
 
Ⅰ．はじめに 

 

 農林水産省の平成25年畜産統計調査によると，我が国

の畜産経営は乳牛が飼養戸数19,400戸と飼養頭数約142

万頭，肉用牛61,300戸，約264万頭，豚5,570戸，969万頭，

採卵鶏2,730戸，約17,478万羽，ブロイラー2,420戸，約

13,162万羽で，家畜排せつ物の発生量は，乳牛約2,357

万トン，肉用牛約2,442万トン，豚約2,238万トン，採卵

鶏約745万トン，ブロイラー約514万トンで合計約8,295

万トンと推計されている1,2）． 

大阪府の畜産業は乳牛33戸，飼養頭数1,500頭，肉用牛

10戸，840頭，豚8戸，6,170頭，採卵鶏17戸，87千羽とな

っており（平成25年度畜産統計），生産額も25億円/年に

留まっている．しかしながら，市場近接や食品廃棄物の

利用によるいわゆるエコフィードの有利性を生かして大

阪ウメビーフ，大阪地玉子，大阪家鴨などユニークな畜

産物を生産し，都市の消費者に新鮮でおいしい畜産物を

提供している． 

 

    

第1図 昭和60年度に建設された日本で初めての豚ふんと

食品残渣を原料とするメタン発酵施設(大阪府泉佐野市） 

 

さらに，家畜排せつ物処理においては昭和46年から堺

市周辺の酪農家が酪農団地を形成して一元的に牛ふんを

ハウス内で乾燥し，主に冬の堆肥化時に乾燥ふんを水分

調整材として用いて発酵を促進している．また，養豚で

も昭和60年11月に豚ぷんと食品廃棄物を原材料としたメ

タン発酵装置が日本で初めてを設置された（第1図）．こ

うした取り組みの結果，住宅地が隣接する都市部でも畜

産経営が存続している．  

大阪府では家畜ふんの堆肥利用を推進するために毎年，

大阪府家畜堆肥共励会を開催して畜産農家が生産する家

畜排せつ物堆肥の高品質化を促すとともに，大阪府家畜

堆肥利用マニュアルを作成して，堆肥の利用を促進して

いる．大阪府の畜産農家は住宅地に隣接しており，家畜

排せつ物の処理や養豚における飼料調製には細心の注意

を払っているが，特に悪臭発生量が多い堆肥の切り換え

し時や残飯の加熱処理時に発生する臭気に対して万全の

対策を取っていないとたちまち周辺住民から苦情が寄せ

られる．苦情処理の対応に時間を割いていると安定的な

経営ができなくなる．今後とも畜産農家が存続していく

ためには畜産農家から発生する悪臭抑制のための適正な

対策が欠かせない．そこで，本稿では最近の家畜排せつ

物処理，特に堆肥化処理における臭気対策について述べ

る． 

 

Ⅱ．家畜排せつ物の処理と悪臭防止に関する法的規制 

 

１．家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律 

 家畜排せつ物を適切に処理・利用することは，畜産環

境保全による安定的な畜産経営の継続と消費者ニーズに

対応した畜産物の安定供給に欠かせない．平成11年7月に

施行された「食料・農業・農村基本法」(「新基本法」)

第32条「自然循環機能の維持増進」において国は農業の

自然循環機能の維持増進を図るため，農薬及び肥料の適

正な使用の確保，家畜排せつ物等の有効利用による地力

増進その他必要な施策を講ずるものとするとしている．

 
Order Control on Compositing Process of Livestock Excreta 
Kazuhiko NISHIMURA 
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これを受けて，環境三法と呼ばれている「家畜排せつ物

の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」(「家畜排

せつ物法」)，「肥料取締法の一部を改正する法律」(「改

正肥料取締法」)，「持続性の高い農業生産方式の導入の

促進に関する法律」(「持続農業法」)の三法が平成11年

11月に施行され，平成16年11月から本格施行となった． 

「家畜排せつ物法」は畜産経営者に家畜排せつ物の適

正な管理を求めるため，家畜排せつ物の保管・処理の管

理方法や堆肥化施設の管理方法を具体的に定め，堆肥な

どに処理された家畜排せつ物の利用を促進することによ

って畜産業の持続的な発展を目論んでいる．また，「改

正肥料取締法」は堆肥等特殊肥料の品質表示制度を設け，

堆肥等の肥料成分の名称，肥料の種類，届出を受理した

都道府県，表示者の氏名又は名称及び住所，正味重量，

生産した年月，原料を表示することを義務化している．

これによって耕種農家が堆肥や乾燥ふん等を利用しやす

くなっている．さらに，「持続農業法」は第１条で「持

続性の高い農業生産方式の導入を促進するための措置を

講ずることにより，環境と調和のとれた農業生産の確保

を図り，もって農業の健全な発展に寄与することを目的

とする．」と定められており，堆肥等を利用した土づく

りや化学肥料と農薬使用の低減を推進しようとしている．

これらの環境三法によって畜産農家と耕種農家が家畜排

せつ物の堆肥等を活用した土づくりを一体化に推進する

ことで持続性の高い農業生産を進めようとしている． 

家畜排せつ物法では家畜排せつ物の管理基準を次のと

おり定めている． 

管理基準 

① 施設の構造に関する基準 

(a) ふんの処理・保管施設は，床をコンクリートそ

の他の不浸透性材料で築造し，適当な覆い及び

側壁を有するものとすること 

(b) 尿やスラリーの処理・保管施設は，コンクリー

トその他の不浸透性材料で築造した構造の貯

留槽とすること 

② 家畜排せつ物の管理の方法に関する基準 

  (a) 家畜排せつ物は，施設において管理すること 

  (b) 送風装置等を設置している場合には，その維持 

   管理を適切に行うこと 

  (c) 施設に破損があるときは，遅滞なく修繕を行う 

   こと 

  (d) 家畜排せつ物の年間発生量，処理の方法，処理 

   量について記録すること等 

 

これら環境三法は施行後14年以上経過した現在，家畜

ふん堆肥の利用が進められ，平成24年12月の法施行状況

調査では管理基準対象農家の49,236戸のうち49，228戸

99.98%が管理基準適合農家となっており，国内の家畜排

せつ物が適正に処理・保管されていることがわかってい

る3)． 

 

2．悪臭防止法 

 悪臭防止法では22種類の規制対象物質(許容限度)とし

てアンモニア（1ppm），メチルメルカプタン(0.002ppm)，

硫化水素(0.02ppm)，硫化メチル(0.01ppm)，二硫化メチ

ル(0.009ppm)，トリメチルアミン(0.005ppm)，アセトア

ルデヒド(0.05ppm)，スチレン(0.4ppm) ，プロピオン酸

(0.03ppm)，ノルマル酪酸(0.001ppm)，ノルマル吉草酸

(0.0009ppm)，イソ吉草酸(0.001ppm)，プロピオンアルデ

ヒド(0.05ppm)，ノルマルブチルアルデヒド(0.009ppm)，

イソブチルアルデヒド(0.02ppm)，ノルマルバレルアルデ

ヒド(0.009ppm)，イソバレルアルデヒ(0.003ppm)，イソ

ブタノール(0.9ppm)，酢酸エチル(3ppm)，メチルイソブ

チルケトン(1ppm)，トルエン(10ppm)，キシレン(1ppm)

が悪臭と定められており，敷地境界線で許容限度以下で

なければならない． 

また，平成12年5月の悪臭防止法の一部改正により臭気

測定の業務に従事する者に関する制度が法律に位置づけ

られ，同年６月に排出水に係る臭気指数規制基準の設定

方法が定められたことで規制基準が整った．それを受け，

平成13年3月に臭気指数規制ガイドラインが策定された．

臭気指数とは嗅覚検査であらかじめ嗅覚が正常とされて

いる被検者が臭気を感じなくなるまで試料を無臭空気で

希釈したときの希釈倍率（臭気濃度）を求め，その常用

対数値に10を乗じた数値である4)． 

臭気指数＝10×Log（臭気濃度） 

 

都道府県知事は，関係市町村長の意見を聴取（法第５

条）して事業場から発生する悪臭を防止すべき地域を規

制地域に指定（法第３条）する．都道府県知事，指定都

市の長，中核市の長及び特例市の長（以下「都道府県知

事等」という）は規制地域を指定し，特定悪臭物質の濃

度（法第４条第１項）または臭気指数（法第４条第２項）

のいずれかの規制基準を定める．大阪府内で臭気指数規

制が導入されている市町は大阪市(平成18年4月)，泉佐野

市，泉南市，阪南市，田尻町，岬町(平成18年6月)，堺市

(平成20年1月) ，松原市(平成20年7月)，岸和田市(平成

20年10月)，吹田市(平成21年4月)，貝塚市，高石市，熊

取町(平成22年4月)，高槻市，箕面市(平成23年4月)，茨

木市(平成24年4月)である5)． 
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3．水質汚濁防止法 

 畜産農家から家畜の尿，畜舎や搾乳施設の洗浄水など

を河川や湖沼，港湾沿岸海域など，公共水域等に排水す

る場合，水質汚濁防止法に基づく排水規制の対象となる

ことがある．養豚の場合，豚房の総面積が50㎡，酪農や

肥育農家などの養牛農家の場合は200㎡の牛房がある場

合，都道府県または市町村に届出が必要となる．すべて

の特定事業場を対象として，健康項目として，アンモニ

ア，アンモニウム化合物及び亜硝酸・硝酸化合物（硝酸

性窒素等）の暫定排水基準700mg/ℓが平成28年6月末まで

適用される．それ以降の排水基準を一般基準である

100mg/ℓにするか検討される． 

また，排水量50ｍ3/日以上の特定事業所では生活環境

項目として生物化学的酸素要求(ＢＯＤ)，化学的酸素要

求量(ＣＯＤ)，浮遊物質量(ＳＳ)，大腸菌群数，窒素含

有量，リン含有量などが規制対象となっている．特定事

業所の場合，一年に一回以上排出水の水質項目について

測定・記録・保存が義務付けられており，違反すると罰

金が科せられる．なお，内湾に河川等を通じて排水が流

入する地域の窒素・りんの排水基準である一般排水基準

（窒素120mg/ℓ，りん16mg/ℓ）を達成することが著しく困

難と認められる一定の業種（畜産農業（豚房を有するも

のに限る）を含む）に対しては暫定排水基準（窒素170mg/

ℓ，りん25mg/ℓ）が平成25年10月～平成30年9月末日まで

の間，設定されている6)． 

また，瀬戸内海，東京湾及び伊勢湾を対象として，化

学的酸素要求量（ＣＯＤ），窒素含有量，りん含有量の

３項目について濃度規制だけでなく，総量規制が実施さ

れている．対象となる事業所は平均排水量が50㎥/日以上

の法で定める指定地域内事業場で，畜産農家も規制の対

象となる7)． 

 

4．廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 本法の目的は第１条で，「廃棄物の排出を抑制し，及

び廃棄物の適正な分別，保管，収集，運搬，再生，処分

等の処理をし，並びに生活環境を清潔にすることにより，

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的と

している」と定められており， 法施行令第２条第１０項

で動物のふん尿（畜産農業に係るものに限る）が産業廃

棄物として定められていることから，家畜排せつ物は産

業廃棄物となる．したがって，畜産業者は自らの責務及

び義務として処分しなければならない．その場合，家畜

排せつ物の運搬または処分は，廃棄物の処理及び清掃に

関する法律施行令に規定する廃棄物の収集，運搬，処分

等の基準及び海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

施行令に規定する埋立場所等に排出する廃棄物の排出方

法に関する基準に従って適正に行われなければならな

い8)． 

さらに，罰則規定はないが，市街的形態区域において

ふん尿を肥料として利用するには発酵処理，乾燥・焼却，

化学処理，ふん尿施設による処理を行い，十分に覆土す

る必要がある．つまり，家畜排せつ物は有価物で取引さ

れる以外は廃棄物で，廃棄物の処理及び清掃に関する法

律に則して適切に処理されなければない．また，家畜の

死体も同法による規制の対象となる． 

ただし，この場合，「廃棄物とは，占有者が自ら利用

し，又は他人に有償で売却することができないため不要

になった物をいい，これに該当するか否かは占有者の意

志，その性状等を総合的に勘案して判断するもの」（「廃

棄物処理法の解説」廃棄物法制研究会編著，（財）日本

環境衛生センター）と解釈されるのが一般的であると考

えられ，家畜排せつ物の場合にあっても，当該家畜排せ

つ物が「廃棄物」であるか否かについては，ケースバイ

ケースで判断されるべきものと考えられる． 

また，腐敗によって悪臭を放つ家畜・家きんの死体は

家畜伝染病予防法，化成場等に関する法律，牛海綿体脳

症対策特別措置法などによっても適正な管理が求められ

ている． 

 

Ⅲ．家畜排せつ物の堆肥化 

 

1．畜産業から発生する臭気 

 HartungとPhillipsは畜舎から発生する物質は136 種

類あり，そのうちアンモニアとメタンが環境に影響を及

ぼす最大のリスク物質であると述べている9)．畜舎から発

生する臭気の源は飼料や動物の呼気なども考えられるが，

家畜排せつ物が最も大きな発生源である． 

 平成9年度の農林水産省統計情報部の調べによると，搾

乳牛の排せつ物量は1頭当たり生重で58.9kgであったが，

平成23年の山田らの調査によると64.1±7.4kg/頭/日，乾

物で8.8±1.1kg/頭/日，水分量は86.3%であった．これは，

十余年で乳牛の産乳能力が向上し，乳牛の飼料摂取量が

増えたことが原因と思われる．また，山田らは乾乳牛の

排泄したふん尿は生重で37.7±3.5kg/頭/日，乾物で4.9

±0.3kg/頭/日，水分含量は86.8%であったと報告してい

る10)．その他の家畜排せつ物の排せつ量は第1表に示す11)． 

家畜排せつ物の処理法として堆肥化が最も一般的であ

る．堆肥化は水分や悪臭のある生ふんや尿の水分を調製

して好気発酵させる方法で，微生物の作用によって60℃

以上の高温になり，水分も減り，悪臭もほとんどなくな

る．良質な堆肥は保管や散布，作物の成長や品質，雑草

管理の面で利用者にとってメリットがある．羽賀は良質 
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第1表 家畜・家きんの排せつ物量(kg/頭/日） 

  ふん 尿 合計 

乳牛 搾乳牛 45.5 13.4 58.9 

 乾･未経産牛 29.7 6.1 35.8 

 育成牛 17.9 6.7 24.6 

肉牛 2歳未満 17.8 6.5 24.3 

 2歳以上 20.0 6.7 26.7 

 乳用種 18 7.2 25.2 

豚 肥育豚 2.1 3.8 5.9 

 繁殖豚 3.3 7.0 10.3 

産卵鶏 雛 0.059 - 0.059 

 成鶏 0.136 - 0.136 

ブロイラー  0.130 - 0.130 

 

な堆肥づくりのメリットとして次の３点を挙げてい

る 12) ． 

①汚物感や悪臭をなくし，病原菌や寄生虫などを死滅さ

せることによって，使用者にとって取り扱いやすい良

質で安全な有機質肥料を製造できること． 

②堆肥が土壌や作物にとって良質な有機質肥料となるこ

と．十分に腐熟し，有害物質や雑草の種子などが分解・

死滅し，肥料成分をほどよく含む有機質肥料が製造で

きる． 

③有機資源リサイクルによって資源循環社会に貢献でき

る． 

 

流通に耐える良質な堆肥とは悪臭が少なく，衛生的で

安全で，取り扱いやすく，品質表示していることが必須

となる．そのような堆肥の生産には水分調整と切り返し

が必要で，完熟させるためには，水分，送風方法と量，

肥料成分，易分解性有機物割合，微生物，温度，堆肥化

に要する期間などを考慮する必要がある．発酵がうまく

いくと発酵温度が70℃以上に上昇し，大腸菌O-157，病原

菌，寄生虫卵，雑草の種子などを死滅させることができ

る13)． 

堆肥化の過程で発生するアンモニア量は一次発酵期間

中に堆肥原料1トン当たり約1kgとなるが，最初の2週間で

その9割が発生する14)．それ以外に牛ふんの堆肥化過程で

硫化水素，メルカプタン，硫化メチル，二酸化メチル，

プロピオン酸，ノルマル酪酸，ノルマル吉草酸，イソ吉

草酸などが発生する．これら以外にも，悪臭物質ではな

いが，温室効果ガスであるメタンや亜酸化窒素が堆肥切

り返し時や第1回切り返し後5～10日に緩やかな揮散のピ

ークを示しながら発生する15)． 

豚ぷんと尿の混合物からはトリメチルアミン，硫黄化

合物，低級脂肪酸，フェノール類，インドール類が発生

する．通気式発酵槽での15日間の堆肥化で堆肥化開始時

にアンモニア，トリメチルアミン，メチルメルカプタン，

硫化メチル，二硫化メチルが発生し，堆肥化の進行とと

もに減少し，15日後にはほぼ検出されなくなる16)． 

家畜ふん中に含まれる窒素は有機体で，作物はほとん

ど吸収できない．家畜ふんは堆肥中および土壌への施用

後，微生物の作用によって無機化され，アンモニア態と

なって作物に吸収される．家畜ふんの堆肥化に伴う窒素

の無機化のパターンは20℃ではほとんど無機化せず，

30℃で2ヶ月目から無機化する牛ふん型，日数の経過とと

もに直線的に無機化する豚ぷん型，20℃及び30℃ともに1

ヶ月目から易分解性窒素の50％以上が無機化する鶏ふん

型に分けられる17)．また，堆肥化過程で有機物，全炭素，

ヘミセルロース，セルロースの含有量は減少し，一方灰

分，全窒素，リグニンの含有量は相対的に増加し，その

結果Ｃ/Ｎ比は減少する18)． 

 

2．堆肥製造のための水分調整 

 家畜排せつ物から良質な堆肥を製造するには最初に水

分を60～70％に調整する必要があるが，水分調整材を選

ぶ場合，安全性，資材のコスト，吸水性，通気性，Ｃ/

Ｎ比，肥料成分量，悪臭発生の有無などを検討して選ぶ

必要があり，一般的にはおが屑やもみ殻などが副資材と

して利用されている．前田らは乳牛ふんに副資材として

もみ殻，おが粉，廃紙をそれぞれ乾燥質量比で全体の15％

と30％混合して堆肥化した場合，副資材混合により乳牛

ふん堆肥化時のアンモニア揮散を抑制できないとみられ

るとの結果を得ている19)．これらの副資材以外にブドウ

やモモ20)，ナシ21)，ウメ22)などの剪定枝や，小ネギ下葉残

さ23)，メロンなどの茎葉残さ24)，ユズ絞り滓25)，シイタケ

菌床26)，コーヒーチャフ27)，水生植物のヒシ28)，カニ殻29)，

使用済みのポリ乳酸30)などの利用法が検討されている． 

上記の副資材は主に地域で発生している有機性廃棄物

の再利用を目的としている．堆肥の高温発酵を目的に廃

食油31)や生ごみを添加して堆肥化することがあるが，生

ごみの添加量によっては悪臭が発生することがあるため

注意が必要である32)． 

また，完熟たい肥を家畜排せつ物に添加して堆肥化す

る戻し堆肥は水分調整と微生物による脱臭効果を目的と

しており，豚ぷん尿混合物に戻し堆肥を混合して堆肥化

することで，悪臭物質が大幅に低減できる33)．敷料とし

て戻し堆肥を用いることで畜舎内や堆肥化時に発生する

臭気を抑えられるが，戻し堆肥を繰り返し敷料として使

用する場合は塩類濃度が高くなるため，おが屑，もみ殻

を添加して塩類濃度を薄める必要がある34)． 
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炭化した水生植物を牛ふん堆肥に添加することで硫化

メチル，プロピオン酸，ノルマル酪酸に低減傾向が認め

られている35)．また，鶏ふん炭ももみ殻を混合して容積

重を調整した鶏ふんに容積比で10％添加することによっ

ても臭気指数で8〜10ポイント低下させることができる
36)．しかし，各家畜ふん炭のアンモニア脱臭性能(家畜ふ

ん炭，14～111mg/ℓ) は活性炭(247mg/ℓ) に比べて1/2～

1/20と低い37)．したがって，家畜ふん炭を家畜ふん等に

混合して堆肥化する場合や脱臭塔に入れて脱臭剤として

利用する場合，用いる家畜ふん炭の脱臭能力を事前に調

べておく必要がある． 

さらに，家畜排せつ物に微生物を添加して堆肥化時に

おける悪臭の発生を抑えようとする研究が進んでいる．

Kurodaらは家畜ふん堆肥から分離された高いアンモニア

耐性を有する好熱性菌を家畜ふんに添加して堆肥化する

ことでアンモニア発生量を抑えることができると報告し

ている38)．小山らもBacillus sp. TAT105株添加によって

豚新鮮ふんと尿，パーライトの混合物の堆肥化過程にお

いて硫酸にトラップされる窒素量を無添加区に比べ約

60％低減できることを報告している39)．また，森本は家

畜ふん堆肥から分離したアンモニア酸化菌を乳牛のふん

尿に109cfu/g添加することによって堆肥化初期に発生す

るアンモニアの総量を約20％抑制できることを報告して

いる40)． 

 

3．堆肥化において発生する悪臭の脱臭 

家畜排せつ物の堆肥化によって発生する悪臭を脱臭す

る方法として生物脱臭，燃焼，吸着，薬液処理などがあ

る41)．コスト面から最も普及しているのは生物脱臭で，

一定の水分を保って微生物が生息しているロックウール，

土壌，完熟堆肥などに堆肥化過程で発生する悪臭を導入

して悪臭を除去することができる．完熟堆肥には多種多

様な微生物が豊富に存在し，脱臭装置に利用することが

できる．堆肥の通年平均脱臭率はアンモニア97％，硫黄

化合物86～95％，プロピオン酸を除く低級脂肪酸では22

～59％となる．ただし，プロピオン酸は87％の増加を示

した42)．また，田中は堆肥化初期の2週間に発生するアン

モニア等の強い悪臭成分を完熟堆肥に吸着させて速効性

窒素成分を多く含む高窒素濃度堆肥を製造することがで

きることを示している43)． 

微生物脱臭法では処理能力以上の高濃度の悪臭を処理

できないため，腐葉土を用いたシャワーリング装置が開

発されており，生物脱臭装置の拡張よりも低コストであ

ることが示されている44)．また，排出臭気の捕集が可能

な縦型密閉発酵装置から排出される高濃度の悪臭を脱臭

して臭気濃度3.5以下にするには水洗浄法による一次処

理と生物脱臭法による二次処理を組み合わせ，脱臭微生

物起源としては，液状で取り扱い易い活性汚泥がよく，

微生物固定化担体としては，カキ殻・軽石・鉢底の石（軽

石と竹炭の混合物）が有望であると報告されている45)． 

通常，一般的な堆肥化では堆積した家畜排せつ物の下

に配管したパイプから空気を送って好気発酵を促進する

が，逆に堆積した家畜排せつ物を吸引通気して堆肥化す

る技術が開発されている．この技術では吸引した気体を

脱臭装置で脱臭すれば堆肥化過程で発生するアンモニア

などの悪臭を周辺環境に放出することはほとんどなくな

る．また，同法によって堆肥化された堆肥の品質は圧送

通気式と大きな差は認められない46)．さらに，堆肥化過

程で発生するアンモニアを硫酸で回収した場合，中和に

よって生産される硫安液肥を飼料用イネの追肥として

6kgN/10aの施用することができる47)．  

貯留中の新鮮な家畜排せつ物や一次発酵の済んだ堆肥

からの悪臭の発生を防止するため，一般的には排せつ物

や堆肥の表面におが屑を散布するが，米ぬかや腐葉土，

製紙工程で生じる残さを炭化した炭化パルプスラッジが

有効であることが示されている．米ぬかを家畜ふんや堆

肥の表面に厚さ2cm散布することによって1 時間以内に

アンモニアの発生がなくなり，その抑制効果は数日間持

続することが示されている48)．また，炭化パルプスラッ

ジを被覆することで硫黄化合物や低級脂肪酸の揮散が大

幅に抑制される49)． 

 

4．栄養水準の変更や給与飼料への資材の添加による脱臭 

梅本らは粗蛋白質率15.9％の標準飼料に比べ，粗蛋白

質を8.2％，粗繊維水準を5％に調製した低蛋白質飼料を

肥育豚に給与した場合，アンモニア揮散量が40分の1に低

下することを示した50)．また，もみ殻炭を0.5～2％の割

合で飼料に添加することによって肥育豚の発育や健康に

害を及ぼすことなく，硫化水素とメルカプタン類のみな

らず臭気強度も低減できる51)．肥育豚に5%のワイン粕乾

燥粉末添加飼料を給与した結果，尿中窒素濃度が給与開

始3週後で有意に低く(P<0.05), ふん尿混合物の揮散ア

ンモニア性窒素量もやや低い数値を示した52)．  

肉用鶏の場合，飼料中に竹粉サイレージ資材を約5%添

加することにより，また，採卵鶏の場合は，約10%添加す

ることにより，排せつ物から揮散する硫黄化合物の濃度

低減の可能性が示唆されている53)．また，ニンジン葉を

乾燥，粉末化後，産卵鶏の配合飼料に重量比で5％添加し，

9羽の産卵鶏に4週間給与した結果，鶏ふんの主要な臭気

物質であるアンモニアガス濃度がニンジン葉給与1週目

から低下しはじめ，給与4週目には給与前の1/2以下に低

下することが示されている54)．さらに，ニンジン屑と豆
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腐粕を1:1で混合し，フスマなどを加え，乳酸菌を添加し

て調製したニンジン・豆腐粕サイレージを給与すること

で，乳牛ふんからの揮散アンモニアと硫化水素の濃度が

低くなり，官能試験においても，ニンジン・豆腐粕サイ

レージを給与した試験区が対照区に比べて有意に悪臭が

低減されることを我々も報告している55)． 

 また，残飯養豚でもコーヒー炭を飼料に添加するとと

もにオゾンによって豚舎を脱臭している事例も報告され

ている56)．そのほか，栄養面からの家畜排せつ物の性状

の制御については畜産環境整備機構の古谷修氏の総説を

参考にされたい57)． 

 

Ⅳ．摘要 

 

 家畜排せつ物の堆肥化における臭気低減は都市畜産に

おける長年の課題であるが，脱臭装置のコストや設置ス

ペースの問題で小規模な畜産農家ではいまだに脱臭装置

が設置されていないところもある．今後，低コストでコ

ンパクトな脱臭装置の開発が望まれるが，そのためには

悪臭分解能の高い光触媒や空気中の化学物質や微生物を

破壊できる装置などの開発やそれらと生物脱臭等との組

み合わせ技術の開発も必要になるであろう．一方，畜舎

から発生する悪臭はこまめな清掃と速やかな処理が原則

である．また，周辺住民との軋轢を生まないためには周

辺住民への挨拶と周辺環境の整備として植栽や花壇の設

置，ハエ対策などに気を付けることが有効である58) ． 
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大阪における光化学オキシダント生成レジームに関する考察 
 

山本勝彦 

 

Consideration on Photochemical Oxidant Production Regime in Osaka 
 

Katsuhiko YAMAMOTO 
 

Summary 

   It is considered that there are 2 regimes in photochemical oxidant production process – NOx-limited and 
HCs-limited. To construct the regional countermeasures of photochemical oxidant, it is necessary to consider 
the regime in each district. In this study, the relation between the yearly change of NOx/HC ratio and the trend 
of Ox concentration is investigated. In Osaka, many monitoring sites showed NOx-limited regime in late 1990s. 
At these sites, concentration of HCs was reduced because of the countermeasures of HCs. But reduction of 
PO(Potential Ozone) concentration was not apparent. Recently, most of the monitoring sites are in the nutral 
position of these regimes, so the effects of HCs and NOx reduction measures become apparent. 
 
 
Ⅰ．はじめに 

 

 光化学オキシダント(以下，Ox)年平均濃度は，1970年
代に顕著な低下を示した後，緩やかな上昇をみせ，近年

は上昇が明確になっている(第1図)． 
Oxは，環境大気中の光化学反応により生成され，その

生成反応の原因物質(前駆物質)は，大気中の窒素酸化物

(以下，NOx)と，揮発性有機化合物(以下，VOC)とされて

いる．これらの前駆物質に対して，排出規制策がとられ

てきた．NOxについては，1992年に制定された自動車

NOx・PM法にもとづき，大阪府が総量削減計画を策定す

るなどして対策を進め，2010年度には府域の全測定局で

NO2の環境基準を達成するなど，濃度は着実に低下して

いる(第2図)．また，VOCについては，PRTR法や府条例

にもとづく化学物質管理制度の導入と排出規制を導入し

た結果，VOCを含む非メタン炭化水素(以下，NMHC)に
ついても，濃度が大きく低下している(第3図)．このよう

に，Ox生成の前駆物質の濃度が低下しているにもかかわ

らず，Ox年平均濃度の上昇が続いている． 
この原因としては，NOxの大部分がNOとして排出され

るが，これが大気中でOxと反応してNO2となることでOx
濃度の低下をもたらす，いわゆるタイトレーション効果

が，NOx濃度の低下により少なくなり，結果としてOx濃
度上昇をもたらしていることが考えられる．また，東ア

ジア地域で排出された大気汚染物質が長距離輸送により

日本に飛来する，広域移流による寄与も考えられる．し

かし，タイトレーションによる消失を含めたOxの指標で

あるPO濃度(後述)でも上昇がみられることや，広域移流

の少ない夏季でもOx濃度上昇が観測されることから(図
省略)，これら以外の要因も考えられる． 

光化学反応による生成に大きな役割を果たすOHラジ

カルとそれと反応する既知の物質の測定結果から，OHラ

ジカルの未知の反応相手の存在が考えられ1),2)，それを未

把握のVOCと推測し，いくつかの研究がなされている3),4)． 
また，これらの考え方に加えて，Ox生成反応には，大

気中のNOxと炭化水素(以下，HC)の濃度のバランスによ

り，NOx律速とHC律速の２つのレジームの存在が考えら

れ，地域によってレジームの違いがあるという研究がな

されている5),6),7)．大阪においても，週末のOx濃度上昇の

現象について，このレジームを踏まえた説明がなされて

いる8),9)．本研究は，大阪府域における効果的なOx対策の

確立に資するため，NOx-HC濃度バランスの経年的な変

化とOx濃度の動向の解析を行うものである． 
 なお，本研究は，国立環境研究所と地方環境研究所と

の共同研究「PM2.5と光化学オキシダントの実態解明と発

生源寄与評価に関する研究」(2010～2012年度)の成果の

一部を用いるため，解析対象年度を1988～2008年として

いる． 
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第１図. オキシダント濃度経年変化(大阪府常時監視主要局) 

第２図. 窒素酸化物濃度経年変化(大阪府常時監視主要局) 

第３図. 非メタン炭化水素濃度経年変化(大阪府常時監視主要局) 
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解析期間:1988～2008年夏季(5～9月) 

 14時までの日射量積算が 5MJ/m2以下の日は除く(日

射量データがない局は，国設大阪のデータを利用す

る) 
解析項目 

PO:(Ox+NO2-0.1×NOx):5～9月の日ピーク値 

 NOx,NMHC:5～15時の平均  

解析対象局:Ox,NO2,NMHC測定の一般局 

第１表.解析に用いるデータ 

Ⅱ．方法 

 

１．Ox生成レジームについて 

 ジェイコブは，Ox の生成に前駆物質である NOx と HC
の濃度バランスが影響を及ぼすとしている．すなわち，

NOx が HC に比べて高い濃度である場合，HC の増が OH
ラジカルを生成することにより Ox 生成を促す．一方 HC
が高い濃度にある場合は，NOx の増が Ox 生成の増をも

たらす 5)．これらのことから Sillman は，アメリカ東部の

都市域と郊外地域における Ox 濃度を化学モデルにより

解析し，Ox 生成に HC 律速と NOx 律速の２つのレジー

ムが存在するとした 6)．この考えは，我が国においても

適用され，神成は，関東，関西地域における光化学 Ox
の週末高濃度の解析にこの Ox 生成レジームを用いてい

る 7),8)．また，Kanaya らは，2004 年の夏と冬の東京での

Ox 生成速度の解析から，同様の Ox 生成レジームを論じ

ている 9)．また，大阪での Ox 週末高濃度の解析に，濱名

ら 10)や藤原ら 11)がこのレジームを用いている． 
 Ox生成レジームを用いた我が国での解析は，週末効果

や高濃度日を対象にしたものが多い．ここでは，Ox削減

対策に結び付けるため，平均濃度を用いて生成レジーム

を論じることとする． 
 

２．解析に用いるデータ 

 木村は，NO，NO2，O3の反応モデルを作る中で，NO
のタイトレーション効果によるO3の減を含むOxの指標

として，NO2とO3濃度を足し合わせたポテンシャルオゾ

ン(PO)という変数を考案した12)．さらに一次排出のNO2

がNOxの約10%を占めるとして，第1表に示すPOの定義を

提案している13)．ここではOxをタイトレーション効果に

より消失した分も含めて評価するため，OxにかわってPO
を用いた．HC濃度としては，NMHC濃度を用いた． 
 ここで解析に用いるデータは，1988～2008年の大阪府

大気汚染常時監視データとし，神成7)，濱名ら10)により， 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

第1表に示すような絞り込みを行った．NOx，NMHCの濃

度を5～15時の平均濃度としたのは，Ox生成にかかわる

時刻と考えるからである．日射量の積算値を用いて解析

対象日を限定しているのは，Ox生成の少ない曇り，雨の

日を除くためである．解析対象局は，Ox，NOx，NMHC
を当該の期間測定している一般局のうち，比較的POの変

化の明瞭な局を選び，第2表に示す6局とした． 

 

Ⅲ．結果および考察 

 

第4～9図に解析対象局のNOx-HC図を示す．神成らは，

関西地域においての NOx 律速と HC 律速の境は，

NMHC/NOxが6～12程度のところとしている8)．この境を

参考として第4～9図に示す．これより右下がNOx律速，

左上がHC律速としている．概ね1990年代後半から2000
年にNMHC濃度が大きく低下した局(国設大阪局，東大阪

西保健センター局，摂陽中学校局)と，低下が大きくない

局(此花区役所局，吹田北消防署局，三宝局)の２つに分

けられることがわかる．それぞれのPO濃度の経年変化を

第10,11図に示す． 
NMHC濃度が大きく低下した局(第4～6図)は，NMHC

濃度が高かった局である．これらの局は，元来NOx律速

の領域にあったため，NMHC濃度低下がPO濃度に顕れ

にくく，第10図及び第3表に示すように2000年までのPO
濃度は若干の低下にとどまっている．一方，NMHC濃度

の低下が大きくない局 (第7～9図 )については，元来

NMHC濃度が低く，2000年前後のHC対策の効果が顕れ

ず，第11図及び第3表にみられるように，2000年までの

PO濃度は若干の増を示している． 
最近では第10,11図及び第3表にみられるように，多く

の局でPO濃度の低下がみられ，近年いっそうこの傾向が

顕著になっている．これは，全体的にNOx-NMHCバラン

スの差が小さくなり，対策(特にNOx対策)の効果が同じ

ように顕れてきたためと考えられる． 

 

局名 所在地 

国設大阪 大阪市東成区 

摂陽中学校 大阪市平野区 

東大阪市西保健C 東大阪市 

此花区役所 大阪市此花区 

三宝 堺市 

吹田消防署 吹田市 

第２表.解析対象局 
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第 7 図. 此花区役所局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 

第 4 図. 国設大阪局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 

第 6 図. 摂陽中学校局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 

第 8 図. 吹田市北消防署局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 
第 9 図. 三宝局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 

第 5 図. 東大阪西保健センター局 

  NMHC-Ox散布図(1988～2008年) 

第 7 図. 此花区役所局 NMHC-Ox 散布図 

(1988～2008 年) 
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Ⅳ．摘要 

 

 本研究では，以下のことが明らかになった． 
①大阪においても，Ox生成には，２つのレジーム(NOx
律速，HC律速)が存在することを考慮する必要がある． 

②大阪では，HC対策の効果は，1990年代後半から2000
年前後に顕著になるが，NOx律速の局が多く，NMHC
濃度の低下がみられた局でも，PO濃度の低下は若干に

とどまった．また，NMHC濃度の低い局については，

HC対策の効果は顕れず，PO濃度の上昇がみられた． 

 
 
③近年は，PO濃度が全体的に顕著に低下している．これ

は，NOx-NMHCバランスの差が小さくなり，対策(特に

NOx対策)の効果が同じように顕れているためと考え

られる． 
 以上のことから，これまでの Ox 対策が，前駆物質の

濃度低下を達成していながら Ox 年平均濃度の低下に至

らなかったことは，個々の対策がここで論じた Ox 生成

レジームを考慮して遂行されていなかったことによると

考える．今回の考察により，大阪府域においても両方の

Ox 生成レジームが混在し，時期的にも変化していること

局名 2000年まで 2001年以降 2005年以降 

国設大阪 -0.33 0.98 -1.24 

摂陽中学校 -0.11 -1.09 -1.79 

東大阪市西保健C -0.59 -1.33 -0.73 

此花区役所 0.71 -0.39 -1.92 

三宝 0.33 -0.01 -0.64 

吹田消防署 1.08 -0.19 -2.68 

第 3 表. PO 濃度変化の年度との勾配(ppb/年) 

第 10図 PO経年変化(NMHC減の大きい局) 

第 11 図 PO 経年変化(NMHC 減の大きくない局) 
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がわかった．今後，Ox 対策の効果的な遂行のためには，

Ox 生成レジームの動向を踏まえて，NOx 対策に重点を

置くべきか VOC 対策に重点を置くべきかを詳細に検討

し，見極めていく必要があると考える． 
 神成は，NOx-HC散布図上にOx等値線を示している7)．

これは数値解析により求めた生成速度の値である．この

ように，これまでの研究では，Ox生成速度として数値解

析結果を用いている．しかし，Ox生成速度は地域的な違

いがあり，実測で求めるべきと考える．今後，Ox生成レ

ジームをOx生成実測値で論じることができることをめ

ざしたいと考える． 
 本研究にあたっては，国立環境研究所と地方環境研究

所との共同研究「PM2.5と光化学オキシダントの実態解明

と発生源寄与評価に関する研究」(2010～2012年度)の成

果の一部を用いた． 
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ニホンジカによる森林下層植生衰退度の広域分布状況 
 

幸田良介・虎谷卓哉・辻野智之 
 

Distribution Pattern of Shrub-layer Decline Rank 
by Feeding Pressure of Sika Deer 

 
Ryosuke KODA, Takuya TORATANI and Tomoyuki TSUJINO 

 

Summary 

 To assess the distribution pattern of deer feeding impacts on forest vegetation, “Shrub-layer Decline Rank (SDR)” 
was determined by combining the shrub-layer vegetation coverage and the presence of browsing signs by sika deer, 
and the distribution pattern of SDR was estimated using the inverse distance weighting method. SDR showed the 
significant correlation among deer impacts on other forest components, suggesting the reasonability of SDR to assess 
the decline of forest vegetation by sika deer. Distribution pattern of SDR roughly coincided with the distribution of 
deer sighting per unit effort. At this time, extremely high SDR was not found in Osaka Prefecture. However, deer 
population still increase, and it is therefore important to continue monitoring SDR. For the future, more precise 
estimation of the distribution pattern of deer population density and analysis of the relationship between SDR and 
deer population density are necessary. 
 
 
Ⅰ．はじめに 
 
 近年日本各地でニホンジカ（Cervus nippon，以下「シ

カ」）の個体数の増加や分布域の拡大が指摘されており，

それにともなう森林植生の衰退や農林業被害が大きな問

題となっている1, 2, 3)．大阪府においても北摂地域を中心

にシカによる被害が発生しており，特定鳥獣保護管理計

画による対策が進められている4)．計画が目指す科学的管

理や統合的管理のためには，シカ個体群や被害の状況，

生息地の状況をモニタリングし，結果をフィードバック

していくことが必要である3)．被害状況のうち，農林業被

害については，農林業従事者を対象としたアンケート調

査などによって被害金額や被害面積などを把握していく

ことが可能であり，実際に大阪府を含むほとんどの都道

府県によって被害モニタリングが行われてきた．一方で，

森林植生への影響についてはモニタリングが行われてい

ない都道府県が多く，大阪府でもこれまでのところ限定

的な植生調査に留まっており，広域的な被害分布状況は

把握できていなかった． 
シカによる森林植生への影響は，下層植生の生長率や

生残率の低下5)，不嗜好性植物の優占による植生の単純化
6)といった直接的な影響だけに留まらず，森林生態系の

様々な側面に間接的に波及する7)．例えば，シカの採食に

よって森林植生が衰退すると，森林を生息地として利用

するクモ類8)や鳥類9)が減少するなど，多様な分類群の生

物に影響が及ぶことが指摘されている．加えて，森林植

生が著しく衰退すると土壌浸食が発生することが示唆さ

れており10, 11)，土壌保全機能の低下も懸念される．以上

のように，シカによる森林植生被害状況を広域的に把握

することは，森林植生保全のみならず，生物多様性を保

全し，森林の有する公益的機能（生態系サービス）を保

持していくためにも非常に重要である． 
そこで本研究では，藤木12)による簡易な下層植生衰退

度調査手法を導入し，シカによる森林植生被害状況を広

域スケールで把握することを目的として調査を行った．

野外において森林の下層植生調査を行うとともに，出猟

カレンダーによるシカ目撃効率の分布状況を解析し，下

層植生衰退度の分布状況と比較した． 
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Ⅱ．材料および方法 
 
１． 野外植生調査 
 調査は大阪府北摂地域（能勢町，豊能町，池田市，箕

面市，茨木市，高槻市，島本町）を対象に，平成25年6
～11月に行った．コナラ-アベマキ林やアカマツ-コナラ

林などの落葉広葉樹が卓越する林分を，調査地域を均等

にカバーできるように53ヶ所選定し（第１図），林分内

の下層植生調査を行った．なお，調査林分の選定にあた

っては，下層の光条件や人為的撹乱の影響の程度をでき

るだけ揃えるため，藤木12)に従って，1）林冠の高さが10m
以上であること，2）林冠が閉鎖していること，3）伐採

痕など人為的な撹乱痕跡がないこと，4）林縁部からの光

が入らない程度に林縁から離れていること，5）アセビ等

の不嗜好性樹木が低木層に優占していないこと，の5点に

留意した． 
各調査林分において，20m四方程度の調査区を設定し，

GPS（Garmin社 GPSmap60CSx）を用いて調査区中央の

位置座標を測定した．その後，調査区内をくまなく踏査

し，シカによる採食痕跡の有無を記録した．採食痕跡は

過去2～3年以内の比較的新しいもののみを対象とした．

また，低木層（樹高1～3m）での木本類の植被率と，地

上高3m以下の全ササ類の植被率を，1）50%以上，2）25％
以上50％未満，3）10％以上25％未満，4）1％以上10％未

満，5）1％未満，の5つのカテゴリーでそれぞれ記録した． 
その後，他の森林構成要素への被害状況として，樹高

30cm以上の高木性稚幼樹の有無を記録した．また，ディ

アライン（樹木の下枝がシカの届く高さまで一様に食い

つくされて消失した状態，「ブラウジングライン」とも

言う）の形成状況を，1）明瞭，2）不明瞭，3）なし，の

3段階で，シカの嗜好種であるリョウブが分布する場合は

その樹皮剥ぎ被害割合を，1）50％以上，2）25％以上50％
未満，3）10％以上25％未満，4）10％未満，5）0%，の5
段階でそれぞれ評価した． 
 

2．植生データ解析 
 各調査林分におけるシカによる下層植生衰退度を，藤

木12)に従って，低木層の植被率とシカの食痕の有無によ

り，以下の6段階に区分した． 
 
 無被害：シカの食痕が全く確認されなかった林分 
 衰退度0：シカの食痕がある林分のうち，低木層の植被

率が75.5％以上の林分 
 衰退度1：低木層の植被率75.5％未満38％以上のシカの

食痕あり林分 

 
第１図．大阪府北摂地域に選定した 

調査地点（黒丸）の位置図 
 

衰退度2：低木層の植被率38％未満18％以上のシカの食

痕あり林分 
 衰退度3：低木層の植被率18%未満9％以上のシカの食

痕あり林分 
 衰退度4：低木層の植被率9%未満のシカの食痕あり林

分 
 

低木層の植被率は，低木層での木本類の被食率と全サ

サ類の植被率を合計して算出した．なお合計値の算出は，

それぞれの植被率カテゴリーの中央値を用いて行った． 
 シカによる森林植生への影響の指標としての下層植生

衰退度の妥当性を評価するために，下層植生衰退度と他

の3種類の森林構成要素への被害状況との関係を，一般化

線形混合モデル（Generalized Linear Mixed Model，以下

「GLMM」）によってそれぞれ解析した．下層植生衰退

度を説明変数，高木性稚幼樹の有無，ディアラインの形

成状況，リョウブの樹皮剥ぎ被害割合をそれぞれ目的変

数とし，二項分布を誤差構造に用いた．ランダム効果は

市町村とし，RのglmmMLパッケージ13)を解析に用いた．

なお，本研究における全ての統計解析にはR 2.15.214)を利

用した．解析では赤池情報量基準（AIC）を用いた変数

選択を行い，AICが最少となるモデルを最適モデルとし

た． 
森林植生への影響の広域的な広がりを把握するために，

下層植生衰退度の空間分布図を作成した．北摂地域を3
次メッシュを基準とした約1km2のメッシュ378個に区切

り，各メッシュの値を各調査林分の位置情報と下層植生

衰退度を用いてIDW（Inverse distance weighting，逆距離

高槻市

茨木市箕面市
池田市

能勢町

島本町

豊能町

0 5 10 km1
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加重）法15)によって推定した．ここで下層植生衰退度は，

0から5の整数値にそれぞれ変換して解析に用いた．IDW
法による空間補間にはR用パッケージgstat16)を用いた． 
 
３． 銃猟シカ目撃効率調査 
 北摂地域におけるシカ生息密度の空間分布を把握する

ために，銃猟狩猟者によるシカ目撃効率の調査を行った．

目撃効率は広域的なシカ密度の動向を把握できる指標で

あり17, 18)，日本でよく用いられる密度指標の中では比較

的測定誤差が小さい19)など有用性が示されている指標で

ある． 
シカとイノシシを対象とする狩猟者に出猟カレンダー

を配布し，猟期中（11月15日～3月15日）の出猟日，出猟

場所，シカ目撃数（捕獲分を除く）と捕獲数の情報を収

集した．その後，5kmメッシュごとに銃猟シカ目撃効率

（SPUE; sighting per unit effort）を算出した．ここで目撃

効率は 

目撃効率 =
目撃数 + 捕獲数

出猟人日数
  

として計算した． 
森林の下層植生は，直前のシカによる採食のみではな

く，過去からの累積的な採食の影響を受ける20)．そのた

め，本研究では平成22～24年度の情報を合算して5kmメ

ッシュごとの目撃効率を計算し，下層植生衰退度の分布

図と比較できるようにした．なお，出猟人日数が10未満

のメッシュについては，目撃効率の計算結果が大きく変

動するため，分布図から除外した． 
 

Ⅲ．結果および考察 
 

 野外植生調査の結果，3ヶ所の林分が「無被害」，20ヶ
所の林分が「衰退度0」，23ヶ所の林分が「衰退度1」，7
ヶ所の林分が「衰退度2」に区分され，「衰退度3」以上に

区分される林分は認められなかった．第２図に下層植生

衰退度と他の3種類の森林構成要素への被害状況との関

係を示す．GLMMによる解析の結果，下層植生衰退度は

全てのモデルにおいて説明変数として選択され，高木性

稚幼樹の有無（n=53，p=0.010，AIC=66.3，nullモデルの

AIC=72.8），ディアラインの形成状況（n=53，p<0.001，
AIC=24.9，nullモデルのAIC=40.0），リョウブの樹皮剥ぎ

被害割合（n=32，p<0.001，AIC=56.1，nullモデルのAIC=71.8）
それぞれと有意な関係を示した．藤木12)によると，森林

構成要素の衰退状況と下層植生衰退度との有意な関係が

認められれば，被害指標として妥当であると評価できる

とされている．そのため，本研究における下層植生衰退 

 
第２図．下層植生衰退度と，(a) 高木性稚幼樹の有無， 
(b) ディアラインの形成状況，(c) リョウブの樹皮剥ぎ 
被害割合との関係 
 

度の評価結果は，シカによる森林植生への被害指標とし

て妥当であると言える．  
IDW法による空間補間によって推定した下層植生衰退

度の空間分布を第３図に示す．下層植生衰退度は能勢町

の広範囲や池田市から箕面市にかけての地域，高槻市の

一部などで高く，豊能町東部や茨木市南部などでは低か

った．藤木12)はLeave-one-out交差検定法21)による補間精度

の検証方法を解説しており，100m四方のメッシュの値を

半径10km以内の調査地点の値から推定した結果でも，十

分な精度で推定できていることが報告されている22)．こ

れに対して本研究では約1km四方のメッシュの値の推定

に留めており，またどのメッシュも半径3km以内に調査

地点を含んでいる．そのため，本研究では補間精度の検

証は行っていないものの，十分な精度での空間補間が行

えていると考えられる．近隣他府県との境界部分での推

定結果は，同様の調査を行っている京都府23)や兵庫県24)

で推定されている分布とよく対応している．そのため，

本研究で得られた下層植生衰退度の広域分布は，妥当な

ものであると考えられる． 
また，本研究では衰退度3や4に区分される地域は認め

られなかったものの，同様の調査を実施している福井県
25)，京都府23)，兵庫県24)では，大半の地域が衰退度2以下 
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第３図．IDW法による下層植生衰退度の空間補間図 
 
である一方で，衰退度3や4に区分される地域が一部に認

められている．このことから，大阪府でのシカによる森

林植生への影響は，近隣府県に比べるとまだ比較的小さ

いと考えられる．ただし，大阪府におけるシカ個体数に

は増加傾向が認められるため4)，今後の被害拡大について

は注意が必要であろう．兵庫県では平成18年度と22年度

というように，4年に一度の頻度で下層植生衰退度のモニ

タリングが行われている24)．大阪府でも同様に下層植生

衰退度のモニタリングを継続し，被害状況の推移を注視

していくことが必要であろう． 
銃猟でのシカ目撃効率の分布図を第４図に示す．目撃

効率は能勢町北部のメッシュや箕面市から豊能町にかけ

てのメッシュなどで高い値がみられる一方で，豊能町東

部や茨木市南部，島本町南部を含むメッシュでは低い値

となっていた．目撃効率と下層植生衰退度との関係を解

析した研究によると 20)，下層植生衰退度は半径 4.5km 以

内の過去 4 年分の平均目撃効率とよく対応すると報告さ

れている．本研究での目撃効率と下層植生衰退度の分布

結果を見比べると，概ね一致した結果が得らえているも

のの，高槻市のようにやや差異がみられる地域も確認で

きる．この一因として，大阪府ではシカの行動圏が小さ

く非常に定着的であるという報告があることから 26)，

5km メッシュ単位での目撃効率ではうまく対応をみるこ

とが難しいという可能性が指摘できる．また，北摂地域

は細長く伸びた複雑な府境界が多い上に，住宅地も多く

銃猟禁止区域が点在している 27)ため，目撃効率が密度指

標として使用しづらいことも影響しているのではないか 

 
第４図．銃猟シカ目撃効率の分布図 

 

と考えられる．今後は，GIS を用いたバッファ解析など

を行って下層植生の衰退程度を良く説明しうる範囲を特

定するとともに，シカ糞調査などの目撃効率以外の大阪

府の地域性に適したシカ生息密度分布の詳細な把握手法

を導入し，下層植生衰退度とシカ密度の関係を定量的に

評価していくことが必要であろう． 

 

Ⅳ．摘要 
 
 シカによる森林植生被害状況を広域的に把握するため

に，森林下層植生の植被率とシカによる採食痕跡の有無

を調査し，IDW法を用いて下層植生衰退度の空間分布図

を作成した．下層植生衰退度の区分結果は他の森林構成

要素への被害状況と有意な相関関係を示しており，シカ

による森林植生への被害指標として妥当であると考えら

れた．下層植生衰退度には地域差が見られ，概ねシカ目

撃効率の高い地域で衰退度も高くなっていた．大阪府で

は今のところ極端に高い衰退度の地域は認められないも

のの，シカ生息密度の増加傾向が継続していることから，

モニタリングの継続が必要だと考えられた．今後はシカ

密度分布状況をより詳細に把握し，下層植生衰退度とシ

カ密度の関係を定量的に評価していくことが求められる． 
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苗木の熱処理によるイチジク株枯病防除試験 

瓦谷光男・三輪由佳・磯部武志・細見彰洋・岡田清嗣 

 
 

Ⅰ．はじめに 

 イチジク株枯病（以下，株枯病）は，水田転作作物と

してイチジクが栽培されるようになった1970年代頃から

愛知県で問題となり，国内では1981年愛知農試により新

病害として報告された1)．本病は1990年代になって各地に

拡大し，大阪府では2005年頃から水田転作された園で多

発し，現在もイチジク栽培に大きな被害を与えている．

年々被害が増加する中で，本病汚染土壌でも栽培可能な

抵抗性台木の開発がすすめられ有望な台木が選抜された

が2)，全面的な接ぎ木苗の普及には至っておらず，現状は

依然として挿し木による自根栽培が主となっている．こ

のような栽培体系において，散発的に苗木伝染と考えら

れる株枯病の発生が認められたため，健全な苗木の確保

が求められている．果樹や花木において，定植時に病害

の発生を予防するため苗の短時間熱処理が行われること

がある3,4)が，その条件を明らかにしている例は少ない．

そこで，本菌が熱に弱い性質を利用して，苗を高温処理

することにより株枯病の発病を回避する方法を検討した． 

 

Ⅱ．材料および方法 

 

１．供試菌株と株枯病菌の死滅温度 

供試したイチジク株枯病菌は，2011年大阪府内で発生

した罹病株より単胞子分離し，PDAスラント培地で継代保

存した分離株CF110729を用いた．PDA培地上25℃で7日間

培養した菌叢を，32～40℃の各温度条件下で所定の期間

培養後，生育適温の25℃で7日間培養し生育を確認するこ

とで病原菌の死滅温度を調べた．病原菌の休眠器官に対

する短時間熱処理による殺菌効果を検討するために，子

囊の形成されている培養菌叢を所定温度で熱処理し生存

を確認した．PDA培地上に子囊が形成された培養菌叢より

子囊数個（2～3個）をガラス製小試験管に取り，滅菌水

0.2mlを添加して所定の温度の恒温水槽中で振とう培養

し，所定時間経過後取り出し冷水中で冷却後，PDA培地に

おいて25℃で7日間培養し生死を判別した． 

２．素掘り苗を対象とした熱処理による株枯病菌の殺菌 

 効果 

 ポット植えイチジク挿し木苗（品種：桝井ドーフィン，

幹径1.5～2.5cm）の幹または枝の3か所に，針先を培養菌

叢表面にこすりつけて菌を付着させた注射針を2mm程度

の深さに刺すことにより菌を接種した．接種部位をパラ

フィルムで覆い，25℃，12時間日長の恒温器内で5日間栽

培後，熱処理に供した． 

 菌接種5日後のイチジク苗をポットから抜き取り，素掘

り苗を想定して根部を水洗後，各温度の温湯中に所定時

間浸漬し，熱処理した．所定の時間経過後取り出して，

直ちに流水で冷却後，ポット中の滅菌土に移植した．風

の当たらない25℃の恒温室中で3日間養生した後，温室で

通常の栽培を行った．病原菌の生死鑑別は，熱処理１週

間後に，接種部位より厚さ5mmの切片を取り，25℃の湿室

において切片上の菌叢発生の有無により確認した．  

 

３．土付きのポット苗を対象とした熱処理による株枯病 

 菌の殺菌効果 

 ポット苗のように多量の土壌を含む場合，温湯処理で

は熱の伝達に時間を要し，苗が枯死する可能性があるた

め，ポット苗の熱処理は湿熱状態（湿度100％での熱処理）

で行った．無送風の恒温器の最下段に水を張り，恒温器

の室温を所定の温度に設定して，その上段に前述と同様

の菌接種から5日後のイチジク苗をポットのまま置き，所

定の温度と湿度を保持できるよう密閉して1～2日間維持

した．処理後，恒温器内から取り出した苗は，風の当た

らない25℃の恒温室中で3日間養成した後，温室で通常の

栽培を行った．株枯病菌の生死の確認は，前述と同様に

行った． 

 

Ⅲ．結果および考察 

 

１．株枯病菌の死滅温度 

 株枯病菌の生育適温は 25℃前後で，34～36℃では菌糸

生育が停止するが，5 日後に 25℃で培養すると生育が見

 
Control of Ceratocystis Canker(Ceratocystis fisicola) of Figs by Heat Treatment of Nursery Stocks 
Mitsuo KAWARADANI, Yuka MIWA, Takeshi ISOBE, Akihiro HOSOMI and Kiyotsugu OKADA 
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られ，死滅することはなかった．37℃1～2日，38～39℃

1 日の熱処理では生育は停止したが死滅はしなかった．

一方，38～39℃2 日熱処理または 40℃1～2 日熱処理した

ものは 25℃に戻しても生育は認められず，菌は死滅した

ものと考えられた（第 1 表）． 

 菌叢片は，45℃100分以下，47℃27分以下，50℃5分以

下の熱処理後にPDA培地上25℃に移して培養すると生存 

 

 

第 1 表  ＰＤＡ培地上､株枯病菌生育の温度 

 
依存性 

 
培養温度 培養日数 生育 回復 

（℃） （日） （mm/day) (mm/day) 

23 5 3.2 
 

25 5 3.8 
 

27 5 3.4 
 

29 5 1.8 
 

31 5 1.8 
 

32 5 0.4 3.6 

33 5 0.4 0.1 

34 5 0 2.6 

35 5 0 0.1 

36 5 0 0.3 

37 1 0 4.3 

 
2 0 2.1 

38 1 0 2.9 

 
2 0 0 

39 1 0 1.4 

 
2 0 0 

40 1 0 0 

 
2 0 0 

「回復」は、表記温度で表記日数培養後 25℃ 

に移して 7日間培養した際の菌叢の伸長 

 

 

 

 

 

第 2 表 菌叢片および子嚢殻生存の温度依存性 

処理温度 処理時間 生存の有無 

（℃） （分） 菌叢 子嚢殻 

45 90 ＋ ＋ 

 
100 ± ± 

 
120 － － 

47 20 ＋ ＋ 

 
23 － ± 

 
25 ± － 

 
27 ± ± 

 
30 － － 

50 4 ＋ ＋ 

 
5 ± ± 

 
6 － ± 

  7 － － 

＋は、3～5反復のすべてで生存したもの、 

±は一部生存したもの、－はどれも生存し 

なかったものを示す． 
 

 

が確認された．また子嚢殻は，50℃6分以下では生存する

ことが確認された．一方，45℃120分，47℃30分，50℃7

分では，菌叢片及び子嚢殻ともに25℃に移しても生育が

認められず，死滅したものと考えられた（第2表）． 

なお，小試験管中 0.2ml の蒸留水は処理温度に達する

まで 20秒程度要するため，これらの処理時間の数値には

この程度の誤差を含むと考えられる． 

 

２．素掘り苗を対象とした熱処理による株枯病菌の殺菌

 効果 

 株枯病菌を接種したイチジク苗は，接種5日後には接種

部位に長径0.5～1.5cmの病斑が拡大しており，感染が成

立していると考えられた．接種苗は，42℃24時間，45℃4

時間以上，47℃30分間以上，50℃20分間以上温湯中に保持

することにより発病が回避されたが，温湯によるダメー

ジにより株が枯死するものがみられた．殺菌効果を優先

すると，これらの条件で温湯処理することが必要である

が，一部の苗木の損失を伴うことは考慮せねばならない．

より厳密な温度・時間管理でこれらの損失を最少限にで

きる可能性はあるので，今後の検討課題としたい． 

また， 45℃2時間，47℃20分間，50℃10分間処理では

一部の株に発病が認められ，熱処理条件が不十分と考え

られた（第3表）．これらは，菌叢片または子嚢殻の死滅

温度45℃2時間，47℃30分，50℃7分をほぼ反映している

と考えられた．これらより，径1.5～2.5cm程度の苗の温

湯処理による株枯病殺菌は，苗木の一部が損傷する危険

は残るものの，45℃4時間，47℃30分間，50℃20分間が目

安になると考えられる． 

 

 

第 3 表 素掘り苗の温湯処理効果 

処理温度 処理時間 供試株数 生存株数 発病株数 

42℃ 24時間

 

2 0 0 

45 2時間 5 5 1 

 
4 6 5 0 

 
8 3 0 0 

47 20分 5 5 1 

 
30 7 6 0 

 
40 3 2 0 

50 10分 3 3 1 

 
20 7 5 0 

  30 4 2 0 
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第４表 ポット苗の熱処理効果 
処理温度 処理日数 供試株数 生存株数 発病株数 

40℃ 1 日 4 2 2 

 2 2 1 0 

41 1 9 9 2 

 2 4 2 0 

42 1 5 5 0 

 2 4 2 0 

43 1 3 2 0 

  2 2 0 0 

 

 

３．土付きのポット苗を対象とした熱処理による株枯病

 菌の殺菌効果 

 株枯病菌を接種したポット栽培のイチジク苗は，40～

41℃2日，42℃1～2日，43℃1～2日の湿熱処理により発病

を回避することができた．しかし，40～42℃2日，43℃1

～2日の湿熱処理では枯死する株がみられた．また，40

～41℃1日湿熱処理では発病する株がみられ，熱処理条件

が不十分と考えられた．これにより，熱処理による土付

きポット苗の株枯病殺菌は42℃1日が目安になると考え

られる（第４表）． 

 これらのことから，株枯病に感染していることが疑わ

れるイチジク苗は，土壌を取り除いた苗木を定植前に上

に示した条件を満たす温湯に浸漬することにより発病を

回避することができると考えられる．また，土付きのポ

ット苗の場合は，温度と湿度を保持できる恒温装置を用

いて熱処理することにより株枯病を防除することができ

ると考えられる．苗木の熱処理適期については，感染後

の経過時間や休眠等も考慮してさらに詳細な検討が必要

である．また，土壌からの感染についても，熱処理効果

の有用性を検証する予定である． 

熱を利用した病害防除は，土壌消毒や種子消毒の他，

生育中の植物についても有効であることが示されている
5,6)．本研究によりイチジク苗の熱処理が株枯病防除に有

効なことが示され，感染株に対する治療効果も可能であ

ることが示された．本病の予防には未発病地への病原菌

の持ち込みを阻止することが重要である．そのためには，

発病圃場からの土壌や灌漑水を介した伝染を防ぐだけで

なく，健全な苗木を確保することが必要であり，苗木の

熱処理は，健全苗確保を可能にする技術として有効と思

われる． 

 

 

 

 

 

Ⅳ．摘 要 

 

培地上の株枯病菌は25℃前後に生育適温があり，34℃

で生育が停止し，40℃で1日培養すると死滅した．菌叢片

または子嚢殻は，45℃120分以上，47℃30分以上，50℃7

分以上の熱処理により死滅した． 

イチジクの素掘り苗（土なし）は，45℃4時間，47℃30

分間，50℃20分間の温湯処理により，また，ポット苗（土

付き）は42℃1日の湿熱処理により株枯病防除が可能と考

えられる． 
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Ⅰ．はじめに 

 

 近年畜ふん廃棄物を，環境負荷の低減や農地への還元

の際の運搬のしやすさなどから，炭化することの有用性

が指摘されている1，2)．畜ふん廃棄物の中でも，豚ふんは

牛ふんに比べてリン酸やカリウムを多く含んでおり，近

年肥料原料の価格が高騰している中で，限られた資源で

ある両元素の回収利用が期待されている． 

このような背景のもと，豚ふん堆肥を炭化した上で，

リン酸濃度の高い部分と低い部分に分離することで，リ

ン酸とカリウムを効率よく回収する技術が開発されてい

る3)．この技術は，炭化物の表面に集積したリン酸濃度の

高い部分を粉砕して微細化し分級することで，従来より

も省エネルギーかつ低コストでリン回収できるのが特徴

で3)，回収したリン酸は化学肥料の原料として用いること

ができる． 

一方で、リン酸濃度の低い部分は残さとして回収され

るが，多量必須元素であるカリウムが数％程度含まれて

おり，肥料効果も期待できる．カリウムについては有機

肥料として流通しているのは草木灰など限られたものし

かないのが現状であり，上記の回収残さをカリウム源と

して活用できれば，有機栽培や特別栽培農産物など，さ

らに付加価値の高い農産物の生産にも寄与できる．また，

化学肥料のカリウムの原料は主にカリ鉱石であり，限り

ある鉱物資源であることから，廃棄物由来のカリウムの

利用を検討することは，資源の有効利用の点でも有意義

である． 

炭化物を農地に施用した際のカリウムの肥料効果につ

いては，木炭4，5，6)，牛ふん炭化物1，2)，食品残さ炭化物7，

8，9)などの報告はあるが，豚ふん由来の炭化物の知見は見

あたらない． 

そこで，大阪府で生産量の多いシュンギク10)を供試作

物とし，有機入り化成肥料を対照に，この豚ふん堆肥炭

化物の回収残さ（以下，炭化物）を用いて，カリウム肥

料効果を検証したので報告する． 

 

Ⅱ．材料および方法 

 

 試験は，大阪府泉南郡熊取町で，約20年前に水田転作

畑（土性は埴壌土 灰色低地土）に設置された約2aのビ

ニールハウス（以下，試験ほ場）で実施した．試験ほ場

では泉南地域で典型的に見られるシュンギクの連作が行

われており，2～3年ごとに春から夏にかけてズイキが作

付されてきた．試験を開始するまでは，有機資材として

稲わらを200kg/10a程度年2回施用し，肥料は蒸製骨粉を

主原料とする有機化成肥料が主に施用されてきた． 

試験期間は2012年11月から翌年1月とし，試験区はほ場

を6等分し，有機入り化成肥料を用いた慣行区と，なたね

油かすと炭化物を施用する区（炭化物区）を各3連で交互

に配置した．カリウム代替効果を確認するために，両区

のカリウムの投入量が同じになるように，施肥量を調整

した．第1表に各区の肥料の種類と施用量，そして成分ご

との投入量を示す． 

耕種概要および調査方法は，以下の通りであった．炭

化物や肥料の施用は11月2日に行い，トラクターで耕起お

よびうね立て後，11月5日に播種を行った．収穫調査は翌

年の1月31日に行い，各区で生育の中庸な部分（うね長

50cm，約0.3㎡）のシュンギク地上部を採取し，新鮮重を

測定し収量を算出した後，通風乾燥機中で80℃で24時間

乾燥し，乾燥重より水分含量を測定した．各種成分の分

析は，縮分した粉砕試料を用いた．炭素含量と窒素含量

はCNコーダー（Yanaco MT-700）で，リンは灰化分解後バ

ナドモリブデン酸法で，ミネラル分（カリウム，カルシ

ウム，マグネシウム，ナトリウム，鉄，マンガン）は原

子吸光法（日立Z-6100）で測定した． 
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第 1表 試験区ごとの施用した肥料と成分投入量（kg/10a） 

試験区 資材名（N–P2O5–K2O%）と施用量 成分投入量（N–P2O5–K2O）（kg/10a） 
慣行区   
 有機入り化成肥料（マルキ有機 6–8–5）200 kg/10a 12–16–10 
 計 12–16–10 
炭化物区   

 油かす（くみあいなたね油粕 5.3–2–1）226 kg/10a 12–4.6–2.2 
 炭化物（0–12–4.4）178 kg/10a 0–21.4–7.8 
 計 12–26.0–10 

有機入り化成肥料は蒸製骨粉と油かすを主体とし硫酸カリウムを混合した肥料 
炭化物は窒素を3.7%含むものの，肥効は期待できないので0%と示した 
 

第2表 作付前の土壌の理化学性（11月2日採取） 

試験区 pH EC 

mS/cm 

硝酸態窒素 

mg/100g 

全炭素 

% 

トルオーグリン酸 

mgP2O5/100ｇ 

慣行区 7.25±0.01 0.41±0.05 1.77±0.40 1.71±0.00 537±31 

炭化物区 7.24±0.11 0.39±0.11 2.51±1.94 1.67±0.01 528±38 

試験区 交換性カリウム 

mgK2O/100ｇ 

交換性カルシウム 

mgCaO/100ｇ 

交換性マグネシウム 

mgMgO/100ｇ 

交換性ナトリウム 

mgNa2O/100ｇ 

交換性マンガン 

mgMn/100ｇ 

慣行区 14.4±1.6 453±31 24.4±2.7 1.90±0.20 0.045±0.000 

炭化物区 17.5±3.9 426±14 23.8±1.9 1.86±0.19 0.050±0.011 

それぞれ3反復の平均値と標準偏差を示す． 
どの項目においても，試験区間で有意差（P<0.05）なし． 
 

表3表 シュンギク地上部の収量，水分含量および養分吸収量 

試験区 収量 

t/10a 

水分含量** 

% 

窒素吸収量 

N kg/10a 

リン吸収量 

P kg/10a 

カリウム吸収量 

K kg/10a 

慣行区 3.79±0.28 92.5±0.3 14.5±1.1 1.39±0.10 15.4±2.31 

炭化物区 3.96±0.72 93.1±0.2 15.1±2.2 1.29±0.16 18.0±3.21 

試験区 カルシウム吸収量 

Ca kg/10a 

マグネシウム吸収量 

Mg kg/10a 

ナトリウム吸収量 

Na kg/10a 

鉄吸収量 

Fe g/10a 

マンガン吸収量 

Mn g/10a 

慣行区 4.32±0.22 1.45±0.19 3.38±0.18 326±157 27.4±11.0 

炭化物区 4.13±0.27 1.18±0.12 3.45±0.44 181± 47 17.7± 1.4 

それぞれ3反復の平均値と標準偏差を示す． 
**t検定において有意差（P<0.01）あり． 

以上の分析値と収量のデータから，それぞれ単位面積当

たりの養分吸収量を算出した． 

土壌は，作付前（11月2日）と収穫後（1月31日）に作

土層を採取し，一般理化学性を分析した．作付前の土壌

の特性は第2表に示す通り，試験区間で有意な違いは見ら

れなかった．  

 各区のデータの有意差は，t検定により評価した． 

 

Ⅲ．結果および考察 

 

 第3表にシュンギクの収量，水分含量および養分吸収量

を示す．鉄吸収量のように平均値が大きく異なる項目も

あったが，水分含量以外には有意差（p＜0.05）は認めら

れなかった．カリウムも試験区間で吸収量は変わらなか

った．作付前の土壌のカリウム含量は，15－20mgK2O/100g

となって，日本11)や大阪府12)の施設土壌での値よりも低 
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第4表 収穫後の土壌の理化学性（1月31日採取） 

試験区 pH EC 

mS/cm 

硝酸態窒素* 

mg/100g 

全炭素** 

% 

トルオーグリン酸* 

mgP2O5/100ｇ 

慣行区 7.19±0.08 0.79±0.17 4.05±1.63 1.71±0.03 546±26 

炭化物区 7.22±0.09 1.08±0.16 14.1±2.62 1.90±0.04 485±27 

試験区 交換性カリウム 

mgK2O/100ｇ 

交換性カルシウム 

mgCaO/100ｇ 

交換性マグネシウム 

mgMgO/100ｇ 

交換性ナトリウム 

mgNa2O/100ｇ 

交換性マンガン 

mgMn/100ｇ 

慣行区 11.5±1.1 419±33.6 29.5±3.2 0.46±0.27 0.033±0.005 

炭化物区 19.0±3.7 462±41.7 38.2±5.5 1.72±1.36 0.052±0.019 

それぞれ3反復の平均値と標準偏差を示す． 
*と**は，t検定において有意差（それぞれP <0.05，P <0.01）あり． 

く，土づくり指針の適正値13)を下回っていたことから，

作物体のカリウム吸収は，肥料からのカリウムの供給に

大きく影響を受けたと考えられる．そして，慣行区の有

機入り化成肥料のカリウムは全量化学肥料（硫酸カリウ

ム）であるため，本研究で用いた炭化物（一部油かす）

のカリウムには化学肥料由来のものと同等の肥料効果が

あったと考えることができる． 

水分含量は炭化物区で慣行区より高くなった．木炭は，

周辺環境が多湿のときには水分を吸収し，乾燥している

ときには水分を放出する機能（調湿機能）のあることが

知られている14)ほか，タマネギ炭化物についても同様の

考察がなされている8)．本試験でも，炭化物の施用により

土壌中の水分環境が適切に維持され，シュンギクが水を

十分吸収した結果，その水分含量が高くなったものと考

えられる．  

第4表に作付後の土壌の理化学性を示す．多くの項目で

有意差（P＜0.05）は認められなかったが，硝酸態窒素，

全炭素，トルオーグリン酸で有意な差が認められ，硝酸

態窒素含量は炭化物区で高かった．原因として炭化物を

施用することにより，先述の通り土壌水分が適切に維持

され，微生物による窒素の無機化や硝化が促進されたこ

とが考えられる．全炭素含量は200kg/10a程度の通常の炭

化物の施用量ではあるものの，炭化物区で高くなった． 

トルオーグリン酸は，リン酸の施用量が多かったにも

かかわらず，炭化物区で低くなった．これは，土壌中の

リン酸が炭化物へ吸着されることにより，トルオーグ抽

出液では抽出できない形態に移行した可能性を示唆して

おり，今後形態別に存在量を測定し，リン酸の動態を評

価する必要がある．交換性陽イオンは，有意差（P＜0.05）

は認められなかったが，ナトリウムでは炭化物区で高い

値を示す土壌があり，数年程度の施用では問題はないも

のの，さらに長い年月連用する際には，施用量や方法に

留意する必要がある． 

 以上，炭化物はなたね油かすと組み合わせて施用する

ことで，栽培農家に広く用いられている有機入り化成肥

料と変わらないカリウムの肥効を示すことが明らかとな

った．有機由来のカリウム源が少ない中，特に有機農産

物や特別栽培農産物の栽培で有効に活用できるものと考

えられた．なお今回は検討していないが，施用の手間を

考えると，炭化物は油かすのような窒素を高い割合で含

む有機肥料とブレンドした形で流通させるのが望ましい

と思われる． 

なお，ほ場試験を行うにあたり，生産者の方には日常

の管理など多大なるご協力をいただいた．記して謝意を

表する．本研究は，農林水産省新たな農林水産政策を推

進する実用技術開発事業「豚ふん堆肥の炭化による低コ

ストなリン・カリウム回収技術と環境保全型農業資材の

開発（課題番号22075）」の一部として実施した． 

 

Ⅳ．摘要 

 

豚ふん堆肥炭化物の回収残さを用いて，有機入り化成

肥料を対照資材とした栽培試験を行ったところ，カリウ

ムの肥料効果が期待できることが明らかとなった． 
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